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VIII. リスク評価書の様式 1 

VIII.1 第二種監視化学物質のリスク評価書の様式 2 

VIII.1.1 目次構成 3 

目  次 

概 要 

１ 対象物質のプロファイル 
１-１ プロファイル 
１-２ 評価Ⅰの結果 
１-３ 関連法規制 

２ リスク評価対象物質の性状 
２-１ 物理化学的性状及び濃縮性 
２-２ 分解性（環境運命） 

３ 暴露関連情報 
３-１ 化審法届出情報 
３-２ PRTR 情報 
３-３ 環境中での検出状況 
３-４ 排出等に係るその他の情報 

４ 有害性評価 
４-１ 一般毒性に係る有害性評価値の導出 

(１) 評価Ⅰに用いた有害性情報 
(２) 評価Ⅱに用いた有害性情報 

４-２ 生殖発生毒性に係る有害性評価値の導出 
４-３ 変異原性 

(１) 有害性評価Ⅰの結果 
(２) 有害性評価Ⅱの結果 

４-４ 発がん性 
４-５ 情報収集の範囲 

５ 局所評価 
５-１ 排出源毎のシナリオ―リスク懸念の影響面積・箇所数の推計― 

５-１-１ 化審法届出情報に基づく暴露評価とリスク推計 
５-１-２ PRTR 情報に基づく暴露評価とリスク推計 
５-１-３ 環境モニタリング情報に基づく暴露評価 

５-２ 下水処理場経由シナリオのリスク推計 

６ 広域評価―広域的・長期的な残留性の評価― 
６-１ モデル推計による広域暴露評価 

６-１-１ 環境媒体間の分配と人の暴露経路の推計 
６-１-２ 残留性の評価―定常到達時間の推計― 

６-２ 環境モニタリング情報に基づく広域リスク推計 

７ 地下水汚染の可能性の評価 
 
 
  4 
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８ 不確実性の解析 
８-１ 不確実性解析の全体構成 
８-２ 評価対象物質の不確実性（物質の特定における適切さ） 
８-３ 性状データの不確実性（データの信頼性） 
８-４ 排出源毎の局所評価の不確実性 

８-４-１ PRTR 情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 
(１) 対象物質の一致性 
(２) 排出源の数の不確実性 
(３) PRTR 届出情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 

８-４-２ 化審法届出情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 
(１) 推計排出量の不確実性 
(２) 推計暴露量の不確実性 
(３) 排出源の数の不確実性 
(４) 化審法届出情報に基づく仮想的排出源毎の局所評価の不確実性 
(５) 化審法届出情報に基づく局所評価の不確実性 

８-４-３ 下水処理場シナリオの局所評価の不確実性 
８-５ 広域評価の不確実性 

８-５-１ モデル推計による広域評価の不確実性 
(１) 物理化学的性状データの不確実性 
(２) 排出先媒体比率による推計結果の変動 
(３) PRTR 対象物質である場合の排出先媒体比率の不確実性 

８-５-２ 環境モニタリング情報に基づく広域リスク推計に係る不確実性 
(１) 広域モデル推計による推計摂取比率の不確実性 
(２) 環境モニタリング情報の不確実性 

８-６ 不確実性解析結果の総括 

９ 評価Ⅱのまとめと結論 
９-１ 有害性評価のまとめ 
９-２ 評価Ⅱのまとめと結論 

９-２-１ 排出源毎の局所評価のまとめと結論 
９-２-２ 広域評価のまとめと結論 
９-２-３ その他 

９-３ 有害性情報の有無状況 
９-４ 解釈―結論に至ったロジックの説明― 

１０ 付属資料（有害性データ関連の資料等）  1 

 2 
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VIII.1.2 項目毎の様式と内容 1 

2 

「第９章 評価Ⅱのまとめと結論」を要約する。 
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1 

対象化学物質のプロファイルを記載する。 
(ア) リスク評価の準備で識別した審査・判定における指定根拠に係る化学物質のリストと審

査・判定の性状データの有無状況 
(イ) 化審法の運用通知により、製造数量等の届出情報に含まれるうる化学物質のリスト 
(ウ) 評価対象の監視化学物質と対応する PRTR 対象物質について、上記(イ)の化学物質群との

包含関係と、化審法の適用除外用途との関係 
を表にまとめる。 

評価Ⅱ対象物質に選定された根拠として、評価Ⅰの結果総括を表 1-2 に記載する。 
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1 

国内における関係法規制を記載する。 
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1 

物理化学的性状データ及び濃縮性情報を情報源とともに記載する。 
採用値は暴露評価を行うために選定された値である。 

環境媒体中での半減期情報を記載する。 
なお、採用半減値の範囲は採用値を含んだ調査した値の範囲を示す。 
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1 

対象化学物質の製造輸入量、用途に関する情報についてまとめる。 

対象化学物質の用途、出荷先都道府県の数、用途別の出荷量に関する情報をまとめる。 

化審法情報に基づく排出量、PRTR 情報に基づく排出・移動量（PRTR 対象物質の場合）、環

境モニタリング調査の検出状況（環境モニタリング調査の対象物質である場合）等の暴露関連

情報を整理する。 
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1 

用途別ライフステージ別の排出係数をまとめ、その排出係数を用いた推計排出量の経年変化を

まとめる。 
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1 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、対象化学物質の排出量に関する情報をまとめる。 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、対象化学物質の対象業種別・媒体別の排出量を整理

する。 
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1 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、届出外排出量（非対象業種、家庭、移動体）を整理

する。 

環境中での検出状況について整理する。 

環境モニタリング調査における経年変化を示す。 
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1 

各環境媒体でのモニタリング情

報検出状況と排出・移動量の経年

変化を並べて示す。PRTR 情報が

無い場合は、化審法届出情報を用

いて排出量の経年変化を並べて

示す。 

化審法の対象とならない排出源からの排出（自然発生源など）、非意図的な排出に関する情報を

出典とともにまとめる。 
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1 

ここには、評価Ⅰに用いた有害性情報（評価対象物質の監視化学物質への指定根拠）について

記載する。投与経路や動物種、試験期間などはわかる範囲で表 4-1 にまとめる 

評価Ⅱに用いた有害性情報をまとめる。（評価Ⅰに用いた情報よりも適切と考えられる情報に置

き換える。） 
専門家の意見を聞くことを念頭に置き、調査で得られたデータもまとめる。 
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1 

生殖発生毒性に関して一般毒性と同様にまとめる。 

評価Ⅰの優先順位付けに用いた変異原性及び発がん性に関する情報について記載する。 

評価Ⅱで調査する変異原性の概要をまとめる。 
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1 

発がん性評価候補であれば、発がん性に関して調査し、情報をまとめる。 

発がん性に関する国内外機関の分類結果の一覧 

国内外の評価書の発がん性に関する判断一覧 
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1 

有害性調査範囲を一覧表に整理する。 



 

 211

1 

対象化学物質が局所評価においてどの暴露シナリオを対象としたのかをまとめ、図５-１に太枠

で整理する。また、用いた情報（化審法情報、PRTR 届出情報、環境モニタリング情報）ごと

に局所評価を行う。 
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1 

化審法届出情報に基づく仮想的な排出源毎の推計排出量と推定摂取を図示する。 

各有害性評価項目におけるリスク推計結果を表で示す。局所リスク推計結果はリスク懸念箇所

数とリスク懸念影響面積で表す。 

化審法届出情報に基づき、生殖発生毒性、発がん性に関してもリスク推計を行う場合、各項目

について一般毒性と同様の表を作成する。 
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1 

リスク懸念と判断された仮想的な排出源が用途別ライフステージ別に整理し、どの用途・ライ

フステージの寄与が大きいかを把握する。 

PRTR 情報が得られる場合、化審法情報に基づくリスク推計と同様に局所のリスク推計を行う。

仮想的排出源ではなく、PRTR 届出事業所毎に行う。 
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1 

環境モニタリング情報の内、大気中濃度では、PRTR 届出事業所との距離が 10km 以内の測定

地点の情報を局所評価に用いる。有害性評価値を上回る地点の有無について言及する。 

家庭用等の使用用途がある場合等には、下水処理場経由シナリオの局所評価を行う。 

環境モニタリング情報を局所評価に利用する場合は、モニタリングの測定地点の近傍に排出源

があるかどうかの判断を行い、リスク推計を行う。 

環境モニタリング情報の内、水域中濃度では、PRTR 届出事業所の排出先水域と同じ水域で測

定されている地点のデータのみ局所評価に用いる。有害性評価値を上回る地点の有無について

言及する。 
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1 

地理的に広大で時間的に長期的なスケールの化学物質の環境中での残留性等を評価するため、

広域評価を行う。 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、各媒体にどのような割合で分配され残留するかを推

計する。 
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1 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、排出パターン別の環境中分配比率と摂取量比率を計

算し、まとめる。 
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1 

定常到達時間の計算に用いた排出量を記載する。 
Reference chemicalとは各環境媒体での典型的な半減期と定常到達時間を示す物質としてピッ

クアップされた物質（第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、易分解性物質）である。 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、各媒体の定常到達時間を計算し、整理する。 
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1 

環境モニタリング情報があり、暴露評価の裏付けに利用可能なデータが得られる場合、測定値

と有害性評価値を比較し、定常到達時間・製造輸入量の経年変化等を考慮して、広域評価にお

けてリスクが懸念されるか否かを判断する。 

各媒体別に同様の評価行う。 



 

 219

1 

上記のフローチャートに従って土壌・地下水汚染の可能性の評価を行い、図７-２に整理する。

推定土壌間隙水中濃度をモデル推計し、

他の物資の結果と一緒に図で示す。 
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 1 

図８-１の外側の要素から不確実性解析を行う。 

「暴露要件への該当性」等の判断に足るリスク推計結果かどうかを判断するため、「排出源毎の

局所評価によるリスク推計結果」、「下水処理場経由シナリオの局所評価によるリスク推計結

果」、「環境モニタリング情報を使用した広域評価のリスク推計結果」及び「モデル推計による

広域評価結果」毎に不確実性解析を行う。 

評価の基本である「対象物質」に関して不確実性解析を行う。該当する不確実性を付与する。
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1 

暴露評価の基本である「物理化学的性状」に関して不確実性ランクを付与する。 
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1 

「対象物質」、「物理化学的性状」の不確実性や評価に利用したデータの不確実性を踏まえて、

局所評価の不確実性解析を行う。 

PRTR情報がある場合、PRTR情報に基づく排出量を利用した局所評価の不確実性解析を行う。
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1 

PRTR情報がある場合、リスク評価対象物質とPRTR対象物質の一致性を確認する。 

PRTR届出における排出源の数の不確実性ランクを付与する。 

PRTR届出情報に基づく局所評価の不確実性ランクを、(1)(2)の結果を下表に当てはめて付与す

る。 
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1 

化審法届出情報に基づく排出量を利用した局所評価の不確実性解析を行う。 

化審法情報に基づく推計排出量の不確実性解析を行う。 
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1 

用途分類の関連付けにおける不確実性解析のランクを付与する。 

本スキームの排出係数は EU-TGD の A-table という排出係数一覧表をベースにし、日本の排出

係数で裏付けや置き換えをして設定している。そのため、ライフステージ・用途・排出先媒体

別の排出係数毎に不確実性ランクを図８-６に示すフローで付与する。 

物理化学的性状データについては先に不確実性ランク付けをしているが、ここでは、排出係数

の選択基準となっている蒸気圧と水溶解度に関し、表８-８に示す観点から改めてランク付けを

する。 
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1 

図８-４に示すとおり、推計暴露量の不確実性は物理化学的性状データと排出量のそれに依存

し、ここのステップでは前者に係る不確実性は「低」相当としているため、前項(1)の推計排出

量の不確実性ランクがそのまま推計暴露量の不確実性ランクとなる。 

化審法における仮想的排出源の数の不確実性ランクを付与する。 

上記(1)～(4)に示した不確実性のランク付けをリスクが懸念される排出源毎に行い、ここではそ

れを統合し、対象物質のリスク総合指標に占める排出源の種類毎の寄与率を求め、化審法届出

情報に基づく局所評価の不確実性解析を行う。 

標記の不確実性ランクは、上記の(2)推計暴露量と(3)排出源の数の二つの項目の不確実性ランク

の組合せにより、表８-１０のマトリックスに当てはめることにより付与する。 
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1 

下水処理場シナリオの不確実性解析を行う。 

「対象物質」、「物理化学的性状」の不確実性や評価に利用したデータの不確実性を踏まえて、

モデル推計による広域評価の不確実性解析を行う。 
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1 

広域評価で使用する「物理化学的性状」の不確実性ランクを付与する。 

広域評価で結果のひとつである「排出先媒体比率」の不確実性ランクを付与する。 

PRTR情報を使用して行った広域評価で結果のひとつである「排出先媒体比率」の不確実性ラ

ンクを付与する。個別判断の場合、理由とランクを記載する。 

広域モデル推計の不確実性と環境モニタリング情報の不確実性から、広域評価の不確実性解析

を行う。 
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1 
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1 

８-２～８-５の結果を総括表にする。 
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1 

「排出源毎の局所評価」、「下水処理場経由シナリオの局所評価」、「広域評価」毎にリスク評価

のまとめを行う。 

評価Ⅱで使用した有害性情報をまとめる。 

局所評価のまとめと結論を示す。 
結論は図 ８-２を基に、リコメンデーションは表 ８-１２を基に導く。 
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1 

広域評価のまとめと結論を示す。 
結論は図 ８-１１を基に、リコメンデーションは表 ８-１２を基に導く。 

局所評価結果及び広域評価結果以外の留意点を示す。 

評価を通じて収集した範囲の有害性情報の有無状況をまとめ有害性調査指示の項目を判断する

際の一助とする。 
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1 

有害性調査指示に係る試験項目のうち、
この２つについては本スキームの対象
外であるため、情報記載はしない。 
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 1 

結論に至るまでのリスク評価者の論理（考え方）の流れを記載する。 

４-３（２）変異原性の有害性評価Ⅱに記載した文献情報を掲載する。 
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VIII.2 第三種監視化学物質のリスク評価書の様式 1 

VIII.2.1 目次構成 2 

目  次 

概要 

１ 対象物質のプロファイル 
１-１ プロファイル 
１-２ 評価Ⅰの結果 
１-３ 関連法規制 

２ リスク評価対象物質の性状 
２-１ 物理化学的性状及び濃縮性 
２-２ 分解性（環境運命） 

３ 暴露関連情報 
３-１ 化審法届出情報 
３-２ PRTR 情報 
３-３ 環境中での検出状況 
３-４ 排出等に係るその他の情報 

４ 有害性評価 
４-１ 水生生物に係る PNEC の導出 

(１) 評価Ⅰに用いた有害性情報 
(２) 評価Ⅱに用いた有害性情報 

４-２ 底生生物に係る PNEC の導出 
(１) 評価Ⅱに用いた有害性情報 

４-３ 有害性評価Ⅱにおける情報収集の範囲 

５ 局所評価 
５-１ 排出源毎のシナリオ―リスク懸念の箇所数の推計― 

５-１-１ 化審法届出情報に基づく暴露評価とリスク推計 
５-１-２ PRTR 情報に基づく暴露評価とリスク推計 
５-１-３ 環境モニタリング情報に基づく暴露評価 

５-２ 下水処理場経由シナリオのリスク推計 

６ 広域評価―広域的・長期的な残留性の評価― 
６-１ モデル推計による広域暴露評価 

６-１-１ 環境媒体間の分配と生態への暴露経路の推計 
６-１-２ 残留性の評価―定常到達時間の推計― 

６-２ 環境モニタリング情報に基づく広域リスク推計 

７ 不確実性の解析 
７-１ 不確実性解析の全体構成 
７-２ 評価対象物質の不確実性（物質の特定における適切さ） 
７-３ 性状データの不確実性（データの信頼性） 
７-４ 排出源毎の局所評価の不確実性 

 
 
  3 

 4 
 5 
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７-４-１ PRTR 情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 
(１) 対象物質の一致性 
(２) 排出源の数の不確実性 
(３) PRTR 届出情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 

７-４-２ 化審法届出情報に基づく排出源毎の局所評価の不確実性 
(１) 推計排出量の不確実性 
(２) PEC の不確実性 
(３) 排出源の数の不確実性 
(４) 化審法届出情報に基づく仮想的排出源毎の局所評価の不確実性 
(５) 化審法届出情報に基づく局所評価の不確実性 

７-４-３ 下水処理場シナリオの局所評価の不確実性 
７-５ 広域評価の不確実性 

７-５-１ モデル推計による広域評価の不確実性 
(１) 物理化学的性状データの不確実性 
(２) 排出先媒体比率による推計結果の変動 
(３) PRTR 対象物質である場合の排出先媒体比率の不確実性 

７-５-２ 環境モニタリング情報に基づく広域リスク推計に係る不確実性 
(１) 広域モデル推計による推計摂取比率の不確実性 
(２) 環境モニタリング情報の不確実性 

７-６ 不確実性解析結果の総括 

８ 評価Ⅱのまとめと結論 
８-１ 有害性評価のまとめ 
８-２ 評価Ⅱのまとめと結論 

８-２-１ 排出源毎の局所評価のまとめと結論 
８-２-２ 広域評価のまとめと結論 

８-３ 有害性情報の有無状況 
８-４ 解釈―結論に至ったロジックの説明― 

９ 付属資料  1 
 2 
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VIII.2.2 項目毎の様式と内容 1 

2 

「第８章 評価Ⅱのまとめと結論」を要約する。 
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1 

対象化学物質のプロファイルを記載する。 
(エ) リスク評価の準備で識別した審査・判定における指定根拠に係る化学物質のリストと審

査・判定の性状データの有無状況 
(オ) 化審法の運用通知により、製造数量等の届出情報に含まれるうる化学物質のリスト 
(カ) 評価対象の監視化学物質と対応する PRTR 対象物質について、上記(イ)の化学物質群との

包含関係と、化審法の適用除外用途との関係 
を表にまとめる。 

評価Ⅱ対象物質に選定された根拠として、評価Ⅰの結果総括を表 1-2 に記載する。 
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1 

国内における関係法規制を記載する。 
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1 

物理化学的性状データ及び濃縮性情報を情報源とともに記載する。 
採用値は暴露評価を行うために選定された値である。 

環境媒体中での半減期情報を記載する。 
なお、採用半減値の範囲は採用値を含んだ調査した値の範囲を示す。 
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1 

化審法情報に基づく排出量、PRTR 情報に基づく排出・移動量（PRTR 対象物質の場合）、環

境モニタリング調査の検出状況（環境モニタリング調査の対象物質である場合）等の暴露関連

情報を整理する。 

対象化学物質の製造輸入量、用途に関する情報についてまとめる。 

対象化学物質の用途、出荷先都道府県の数、用途別の出荷量に関する情報をまとめる。 
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1 

用途別ライフステージ別の排出係数をまとめ、その排出係数を用いた推計排出量の経年変化を

まとめる。 
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1 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、対象化学物質の排出量に関する情報をまとめる。 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、対象化学物質の対象業種別・媒体別の排出量を整理

する。 
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1 

化管法 PRTR 制度の対象物質である場合、届出外排出量（非対象業種、家庭、移動体）を整理

する。 

水質と底質に係る環境中での検出状況について整理する。 

環境モニタリング調査における経年変化を示す。 
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1 

各環境媒体でのモニタリング情報検出

状況と排出・移動量の経年変化を並べて

示す。PRTR 情報が無い場合は、化審法

届出情報を用いて排出量の経年変化を

並べて示す。 

化審法の対象とならない排出源からの排出（自然発生源など）、非意図的な排出に関する情報を

出典とともにまとめる。 
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1 

ここには、評価Ⅰに用いた有害性情報（評価対象物質の監視化学物質への指定根拠）について

記載する。投与経路や動物種、試験期間などはわかる範囲で表 4-1 にまとめる 

評価Ⅱに用いた有害性情報をまとめる。（評価Ⅰに用いた情報よりも適切と考えられる情報に置

き換える。） 
専門家の意見を聞くことを念頭に置き、調査で得られたデータもまとめる。 
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1 

評価物質の logKow が 3 以上の場合、底生生物のリスク推計を行うため、評価Ⅱに用いた有害

性情報をまとめる。（底生生物の毒性試験結果は調査した範囲では得られていない場合は、

PNECsedを推算する。） 
専門家の意見を聞くことを念頭に置き、調査で得られたデータもまとめる。 

有害性調査範囲を一覧表に整理する。 
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1 

対象化学物質が局所評価においてどの暴露シナリオを対象としたのかをまとめ、図５-１に太枠

で整理する。また、用いた情報（化審法情報、PRTR 届出情報、環境モニタリング情報）ごと

に局所評価を行う。 
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1 

化審法届出情報に基づく仮想的な排出源毎の推計排出量と PEC を図示する。 

水生生物に対してリスク懸念となった排出源箇所を合計摂取量の多い順に整理して記載する。

リスク懸念と判断された仮想的な排出源が用途別ライフステージ別に整理し、どの用途・ライ

フステージの寄与が大きいかを把握する。 
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1 

河川への排出がある事業所の排出河川の流量情報が入手でき、デフォルト流量から置き換えが

できると判断した場合、排出先河川流量を用いた水生生物及び底生生物に対するリスク推計も

行う。 

底生生物に対してリスク懸念となった排出源箇所を PECsedの多い順に図示する。 

PRTR 情報が得られる場合、化審法情報に基づくリスク推計と同様に局所のリスク推計を行う。

仮想的排出源ではなく、PRTR 届出事業所毎に行う。 
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1 

環境モニタリング情報を局所評価に利用する場合は、モニタリングの測定地点の近傍に排出源

があるかどうかの判断を行い、リスク推計を行う。 

環境モニタリング情報である水域中濃度・底質中濃度では、PRTR 届出事業所の排出先水域と

同じ水域で測定されている地点のデータのみ局所評価に用いる。有害性評価値を上回る地点の

有無について言及する。 

家庭用等の使用用途がある場合等には、下水処理場経由シナリオの局所評価を行う。 
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1 

地理的に広大で時間的に長期的なスケールの化学物質の環境中での残留性等を評価するため、

広域評価を行う。 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、各媒体にどのような割合で分配され残留するかを推

計する。 
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1 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、排出パターン別の環境中分配比率を計算し、まとめ

る。 



 

 254

1 

多媒体モデルである MNSEM を用いて、各媒体の定常到達時間を計算し、整理する。 

定常到達時間の計算に用いた排出量を記載する。 
Reference chemicalとは各環境媒体での典型的な半減期と定常到達時間を示す物質としてピッ

クアップされた物質（第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、易分解性物質）である。 
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 1 
 2 

環境モニタリング情報があり、暴露評価の裏付けに利用可能なデータが得られる場合、測定値

と有害性評価値を比較し、定常到達時間・製造輸入量の経年変化等を考慮して、広域評価にお

けてリスクが懸念されるか否かを判断する。 
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1 

「暴露要件への該当性」等の判断に足るリスク推計結果かどうかを判断するため、「排出源毎の

局所評価によるリスク推計結果」、「下水処理場経由シナリオの局所評価によるリスク推計結

果」、「環境モニタリング情報を使用した広域評価のリスク推計結果」及び「モデル推計による

広域評価結果」毎に不確実性解析を行う。 
 

図７-１の外側の要素から不確実性解析を行う。 

評価の基本である「対象物質」に関して不確実性解析を行う。該当する不確実性を付与する。
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1 

暴露評価の基本である「物理化学的性状」に関して不確実性ランクを付与する。 
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1 

「対象物質」、「物理化学的性状」の不確実性や評価に利用したデータの不確実性を踏まえて、

局所評価の不確実性解析を行う。 

PRTR情報がある場合、PRTR情報に基づく排出量を利用した局所評価の不確実性解析を行う。
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1 

PRTR情報がある場合、リスク評価対象物質とPRTR対象物質の一致性を確認する。 

PRTR届出における排出源の数の不確実性ランクを付与する。 

PRTR届出情報に基づく局所評価の不確実性ランクを、(1)(2)の結果を下表に当てはめて付与す

る。 
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1 

化審法届出情報に基づく排出量を利用した局所評価の不確実性解析を行う。 

化審法情報に基づく推計排出量の不確実性解析を行う。 
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1 

用途分類の関連付けにおける不確実性解析のランクを付与する。 

本スキームの排出係数は EU-TGD の A-table という排出係数一覧表をベースにし、日本の排出

係数で裏付けや置き換えをして設定している。そのため、ライフステージ・用途・排出先媒体

別の排出係数毎に不確実性ランクを図７-６に示すフローで付与する。 

物理化学的性状データについては先に不確実性ランク付けをしているが、ここでは、排出係数

の選択基準となっている水溶解度に関し、表７-８に示す観点から改めてランク付けをする。 
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1 

図７-４に示すとおり、推計暴露量の不確実性は物理化学的性状データと排出量のそれに依存

し、ここのステップでは前者に係る不確実性は「低」相当としているため、前項(1)の推計排出

量の不確実性ランクがそのままPECの不確実性ランクとなる。 

化審法における仮想的排出源の数の不確実性ランクを付与する。 

標記の不確実性ランクは、上記の(2)推計暴露量と(3)排出源の数の二つの項目の不確実性ランク

の組合せにより、表７-１０のマトリックスに当てはめることにより付与する。 

上記(1)～(4)に示した不確実性のランク付けをリスクが懸念される排出源毎に行い、ここではそ

れを統合し、対象物質のリスク総合指標に占める排出源の種類毎の寄与率を求め、化審法届出

情報に基づく局所評価の不確実性解析を行う。 
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1 

このシナリオを適用した場合、下水処理場シナリオの不確実性解析を行う。 

「対象物質」、「物理化学的性状」の不確実性や評価に利用したデータの不確実性を踏まえて、

モデル推計による広域評価の不確実性解析を行う。 
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1 

広域評価で使用する「物理化学的性状」の不確実性ランクを付与する。 

広域評価で結果のひとつである「排出先媒体比率」の不確実性ランクを付与する。 

PRTR情報を使用して行った広域評価で結果のひとつである「排出先媒体比率」の不確実性ラ

ンクを付与する。個別判断の場合、理由とランクを記載する。 

広域モデル推計の不確実性と環境モニタリング情報の不確実性から、広域評価の不確実性解析

を行う。 



 

 265

1 
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1 

７-２～７-５の結果を総括表にする。 
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1 

「排出源毎の局所評価」、「下水処理場経由シナリオの局所評価」、「広域評価」毎にリスク評価

のまとめを行う。 

評価Ⅱで使用した有害性情報をまとめる。 
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1 

局所評価のまとめと結論を示す。 
結論は図 ７-２を基に、リコメンデーションは表 ７-１２を基に導く。 
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 1 

結論に至るまでのリスク評価者の論理（考え方）の流れを記載する。 
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